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令和６年３月能代市議会定例会の開会に当たり、提出議案の説明に先立ち、その

後の市政及び諸般の動きなど、その大要を御報告いたします。 

 

初めに、防災ハザードマップの改訂についてでありますが、本市は近年、異常気

象に伴う水害に度々見舞われております。平成２５年９月には台風１８号の接近に

より、住家や農地・農業用施設等に大きな被害が発生し、激甚災害の指定を受けま

した。 

また、令和４年８月には、大雨による住家被害は床下浸水２０棟でしたが、白神

ねぎの圃場で軟腐病が蔓延し、大規模な農業被害が発生しました。昨年７月には、

悪土川等の氾濫により床上浸水１１５棟、床下浸水２０７棟の家屋被害をはじめ、

常盤川や種梅川等の氾濫に伴う農地・農業用施設や市道、河川、林道等にも大きな

被害が発生し、８月には激甚災害の指定、２月２日には被災者生活再建支援法が適

用されるなど、２年続けて大規模災害に見舞われております。 

こうした状況等を踏まえ、今年度、防災ハザードマップの冊子版及びＷＥＢ版の

改訂作業を進めております。改訂版では、市民の皆様に洪水や津波等の災害リスク

を知っていただくため、昨年７月の大雨災害の浸水範囲や津波浸水の想定基準水位

について新たに掲載したほか、各家庭の状況に応じて防災対策や避難対策等に御活

用いただけるよう、災害時に役立つ情報や防災情報の入手先を具体的に例示し、充 

実させております。冊子版については、地図が大きく見やすくなるようＢ４版とし、 

５月以降に全世帯に配布する予定としており、ＷＥＢ版については、４月以降、準

備が整い次第、市ホームページで公開し周知を図ってまいります。 

 

令和６年能登半島地震に伴う被災地支援についてでありますが、県を通じて依頼

があり、３月１６日から２０日までの期間、避難所における被災者の健康管理等の

業務に従事するため金沢市へ保健師１名を派遣することとなりました。引き続き関

係機関と協力・連携しながら被災地の支援に努めてまいります。 

なお、２月２４日から石川県に給水活動を行う職員を派遣する予定でしたが、依

頼元の日本水道協会から、現地の復旧状況を踏まえ秋田県支部の活動は終了すると

の連絡があり、本市からは派遣しないこととなりました。 

 

組織・機構の見直しについてでありますが、近年は全国各地で自然災害が頻発し

ており、こうした災害発生時には迅速な対応が求められることから、防災危機管理

体制の強化を図るため、現在、総務課にある防災危機管理室を新たに課とするとと

もに、次長級の防災危機管理監を配置したいと考えております。 

また、人口減少が進み、企業の働き手不足等、地域経済への影響が深刻となって
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おり、その対応がますます重要であることから、総合政策課にある人口政策・移住

定住推進室を新たに課とし、本市への移住定住や関係人口の創出・拡大等の取組を

更に推し進めたいと考えております。 

 

次に、能代北高校跡地の利活用についてでありますが、北高跡地は、中心市街地

にあるまとまった面積の公共用地であり、その利活用に向け、秋田公立美術大学と 

の検討のほか、関係課長からなる庁内検討会議等により検討を進めてまいりました。 

秋田公立美術大学との検討においては、令和２年度の業務委託により提案のあっ

た思考継続型プロジェクトの考え方により、実践型ワークショップを実施し、本年

１月にこれまでの検討成果について報告されております。その中では、それぞれの

取組の有用性は確認されたものの、参加者間で必要な建物について共通認識が生ま

れるに至らなかったこと、提示された施設のイメージも周辺施設での対応が可能な

ものもあったこと等から、引き続き議論が必要とされ、「北高跡地は様々な活動を

受け入れることが出来る広場として一定期間確保し、まちづくりに関する意見交換

の場としての利活用が望ましい」と結論付けられております。 

また、庁内検討会議においては、これまでに庁内から提案のあった利活用案や市

民意識調査、関連計画等を踏まえ、北高跡地に必要と考えられる機能の洗い出しを

行っており、将来的に施設を整備する場合には、こどもの遊び場を含む子育て支援

や市民交流、コンベンション機能等を核とした複合施設とし、既存施設の統廃合・

再編や、民間との連携等も視野に入れた検討が必要と整理しております。一方で、

厳しい財政状況から、将来発生するコストも踏まえ施設整備は慎重に検討すべきで

あること、駐車場や雪捨て場等多目的に活用されている状況を踏まえ、現状のまま

空間としての活用を継続すべきとの意見もありました。 

市といたしましては、これら秋田公立美術大学からの報告や庁内検討会議の検討

結果のほか、本年１月４日の地元紙における市民アンケート結果において「急いで

利活用案を決める必要はない」が１９％、「更地のままで多目的に利用」が１７．

９％と上位を占めていること等、本市を取り巻く状況も踏まえ、当面は現状のまま

市民の活動の場や中心市街地にある多目的に活用できる空間として広く活用を進め

てまいりたいと考えております。 

 

東能代中学校跡地の利活用についてでありますが、東能代地区自治会連合会、扇

渕地区自治会連合会及び東能代地域まちづくり協議会の連名で、平成２６年１１月

に能代市議会へ陳情書が、２７年１２月には市へ提案書が提出されており、これま

で地域の皆様と意見交換を重ねてまいりました。令和５年度には東能代地域の小中

学生、子育て世代、一般世帯を対象に東中跡地利活用についてアンケート調査を実
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施いたしました。全世代からの共通した意見として、遊びや運動、多世代交流がで

きる機能、避難所機能を有した施設を求める声が大きいという結果となっておりま

す。 

これらを踏まえ、地域センター及び公民館を柱に防災拠点、こどもの遊び場、運

動場等の機能を備えた複合施設を想定し検討をしており、６年度に地域の皆様と情

報共有しながら合意形成を図り、基本構想の策定に向け作業を進めてまいりたいと

考えております。 

 

移住定住相談窓口「のしろ暮らす」についてでありますが、令和５年２月にイオ

ンタウン能代に開設し、１年が経過いたしました。 

この間の利用状況ですが、イオンタウン能代の窓口は３９６件、本庁舎の窓口は

１７２件、合計で５６８件と、前年同期と比較して約３倍となっております。 

窓口の主な利用目的は、移住や能代の暮らしに関する情報収集、助成金に関する

こと等となっており、気軽に立ち寄れることから、移住後の状況を報告に来る方も

おられます。また、移住ガイドブック等の関連資料を買い物ついでに手に取られる

方が多く、移転前より大幅に速いペースで補充し対応しており、相談しやすい環境

づくりや情報発信の強化が図られているものと考えております。 

こうした中で、電話やＬＩＮＥ等による移住相談も増加しており、窓口も含めた

相談件数は１月末現在で２３５件となっているほか、移住者も５３世帯７６名とな

っており、過去最多であった４年度の同期を上回っております。引き続き、窓口の

認知度を高め、気軽に御利用いただけるよう努めるとともに、移住支援に取り組ん

でまいります。 

 

ＩＴを活用した地域活性化に関する連携協定についてでありますが、２月２０日 

に、秋田印刷製本株式会社、ＮＥＸＴＶＩＳＩＯＮ株式会社、東急不動産株式会社、 

秋田能代・三種・男鹿オフショアウインド合同会社、能代市の５者で、連携協定を

締結いたしました。 

この協定では、ＴＥＮＯＨＡ能代を拠点とし、秋田市に本社を置く秋田印刷製本

がＷＥＢ事業を分社化して新会社を設立するとともに、東京に本社を置く、動画・

映像編集やインターネット上の動画投稿プラットホームを運営するＮＥＸＴＶＩＳ 

ＩＯＮが営業所を開設し、両者がコンソーシアムを設立することとなっております。 

市は、ＩＴを活用した地域活性化を担う地域おこし協力隊活動業務をコンソーシア

ムに委託し、ＷＥＢや動画を活用した市のプロモーション強化等を推進することが

主な内容となっております。また、東急不動産及び秋田能代・三種・男鹿オフショ

アウインドの２者は、パートナー企業として、支援・協力を行うこととなっており
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ます。 

この取組は、ＩＴ企業誘致による若年層を中心とした雇用創出や、事業承継、移

住定住に関する情報発信等、シティプロモーションに寄与するものと考えており、

協定締結事業者と連携しながら推進してまいります。 

 

次に、こども・子育て支援の拡充についてでありますが、妊娠期から出産・子育

てまで切れ目なく支援するため、現在、出産・子育て応援給付金や子育て祝い金、

産後ケア等に取り組んでおります。令和６年度からは０歳児のいる家庭への支援と

して、育児用品を定期的にお届けしながら、保護者の不安や悩みを聴き見守りを行

う「すまいる・めんchoco定期便」を新たに開始したいと考えております。この事

業は、保護者の経済的負担の軽減と相談支援の強化につなげるため、生後３か月か

ら満１歳の誕生月までの間におむつやミルク、ベビーフード等の育児用品を最大５

回お届けするもので、現在、赤ちゃんの誕生をお祝いしお贈りしている木製品等の

誕生記念品も含め、必要なものを選択できるようにいたします。また、配達の際に

は、研修を受けた配達員が相談支援を行い、子育てサービスの紹介や市の相談窓口

への橋渡しを行うなど、保護者に寄り添った見守りを行うものであります。 

このほか、妊婦健診や乳児健診、任意予防接種に係る費用助成の拡充等を行うこ

とにより、更なるこども・子育て支援施策の充実を図りながら、こどもを安心して

生み育てることのできる環境づくりに努めてまいりたいと考えております。 

 

公立保育所の今後の在り方についてでありますが、二ツ井子ども園ときみまち子

ども園につきましては、民間移管に向け、入所児童数の推移や国の新たな取組等を

注視しながら検討を進めてまいりましたが、移管年度の目標を令和９年度とすると

ともに、今後、基本方針及び実施計画を作成し、具体的な移管条件等を定めてまい

りたいと考えております。 

また、第一保育所につきましては、今後も児童数の推移や市内の保育状況等を勘

案し、在り方を検討してまいりますが、当面は公立保育所として継続することとい

たします。 

 

旧第四保育所についてでありますが、建物につきましては、老朽化等により、令

和６年度中に解体したいと考えております。解体後の跡地につきましては、周辺自

治会から集会所用地として利用を希望する要望書が市に提出されており、市といた

しましては、自治会活動の活性化を図る観点から、要望書の内容を踏まえ、具体的

な手続等について検討を進めてまいりたいと考えております。 

 



 

- 5 - 

高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画についてでありますが、能代市活力あ

る高齢化推進委員会の御意見やニーズ調査の結果等を踏まえ、「地域で支えあい、

高齢者が住み慣れたわがまち能代で、いつまでもいきいきと安心して暮らせるまち

づくり」を基本理念とする計画案を取りまとめました。令和６年度から８年度まで

の第１号被保険者の介護保険料は、介護報酬改定等により総事業費は微増と見込ん

でおりますが、国の基準に合わせて低所得者層の保険料乗率を引き下げるとともに

高所得者層の保険料段階を５段階に細分化して、保険料乗率を引き上げるほか、介

護給付費準備基金の取崩しにより、基準額を現行の月額６，８００円に据え置くこ

ととしております。 

また、特別養護老人ホーム長寿園が９年度に廃止されることに伴う対応について

は、民間による新たな施設を整備することとし、今後、公募の詳細を検討してまい

ります。 

 

新型コロナワクチン接種についてでありますが、令和５年９月２０日から実施し

ている１２歳以上の３回目以降の接種は、１月３１日現在、１５，０２４人、全人

口当たり３０．７％の方が終えております。 

無料で受けることができる特例臨時接種の期間は、３月３１日までとなっており、 

６年度からは、６５歳以上の方や６０歳から６４歳で重症化リスクの高い方を対象

に定期接種として秋冬に年１回、その他の方は任意接種として実施することとなり

ます。接種方法等の詳細については、今後国から示される情報をもとに検討するこ

とになりますが、来年度以降もワクチン接種が円滑に進むよう、能代市山本郡医師

会、関係機関等と連携をとりながら、適宜対応してまいります。 

 

次に、能代港の開港５０周年についてでありますが、能代港は昭和４９年の関税

法に基づく開港から、本年で５０周年を迎えます。 

能代港の整備は、４０年から開始され、開港を経て、５６年には東北電力株式会

社能代火力発電所立地が契機となり、重要港湾に昇格いたしました。 

平成１８年には、総合静脈物流拠点港に指定され、さらに令和２年からは、海洋 

再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾として機能強化が進められており、今後も、 

洋上風力発電事業や中国木材株式会社等による活発な活用が期待されております。 

市では、記念事業を計画しており、これを機に港を中心として、さらに地域の活

性化が図られるよう、能代港湾振興会や能代港洋上風力発電拠点化期成同盟会と連

携して利活用促進等に取り組んでまいります。 

 

県営工業団地整備に伴う対応についてでありますが、県では、令和６年度当初予
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算において、旧能代西高等学校用地を活用した工業団地の整備に係る予算が計上さ

れ、早期分譲に向け取り組むことが示されました。市では、接続する市道真壁地上

野線の拡幅に係る当初予算を計上しており、今後も県と連携しながら対応してまい

ります。 

 

秋田CARAVAN MUSIC FES（キャラバン ミュージックフェス）２０２４の開催につ

いてでありますが、横手市出身のシンガーソングライター高橋優さんが主催する野

外音楽イベントが、本年９月２１日及び２２日に本市で開催されることが主催者よ

り発表されました。 

当該イベントは、音楽で秋田を盛り上げようと平成２８年の横手市を皮切りに、

これまで県内６市で行われ、本市が７回目となります。 

今後、主催者をはじめ、関係団体等の皆様と協議しながら、イベントの開催に向

け協力していくとともに、県内外から訪れる多くの方々に本市の魅力をＰＲしてま

いりたいと考えております。 

 

次に、能代河畔公園 水と階段の広場の再整備についてでありますが、平成２８

年に能代市スポーツ協会及び能代商工会議所から、水と階段の広場の撤去と跡地の

有効活用について要望書が提出されております。施設の開設から約３０年が経過し

ており、変化している公園利用者のニーズを把握するため、令和３年度より関係団

体等とのワークショップや庁内検討会議を行い、再整備について検討を進めてまい

りました。 

市といたしましては、これまでにいただいた御要望や御意見等を踏まえ、駐車場

も兼用した、イベント等に活用できる広場を整備することとし、６年度に地質調査

及び現地測量、その後、実施設計等を進めてまいりたいと考えております。 

 

二ツ井地域の水道整備についてでありますが、令和４年度に実施した水道整備に

関する意向調査を基に、整備の候補地区を選定するため、地区ごとの整備手法や事

業費、給水収益の見込み等について検討してまいりました。試算の結果、二ツ井・ 

荷上場地区については、要望のあった全ての区域を整備することは困難であるため、 

加入意向の高い区域に絞り、水道事業の配水管を延伸する方法で整備したいと考え

ております。また、天神、種梅、切石、外面、田代、富根地区については、加入意 

向の低い種地区の一部や田代地区、富根地区を除くこととし、他の地区については、 

水道事業よりも財源的に有利な簡易水道事業で、各地区に水源地を設けて給水する

方法で整備したいと考えております。今後、水源地調査を実施するとともに、加入

の意向のあった水道組合等と協議を行いながら６年度に事業化の範囲を決定してま
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いりたいと考えております。 

 

次に、教育支援センター「はまなす広場」への改称と支援の充実についてであり

ますが、現在、市では、適応指導教室「はまなす広場」において、不登校児童生徒

への個別指導、「風の子電話」による教育相談及び不登校保護者会の開催等を行っ 

ております。しかし、不登校児童生徒は増加傾向にあり、これまで以上に早期発見、 

即時対応が求められております。 

このため、令和６年度から名称を教育支援センター「はまなす広場」に改めると

ともに、悩みを持つこども達や保護者に、より丁寧に個別相談や学習指導に当たる

ことができるよう、職員体制を強化して支援の充実に努めてまいります。 

 

中学校部活動の地域移行についてでありますが、市では、今年度、地域移行を推

進する体制づくりに取り組んでおり、移行したクラブや指導者の管理等を行う事業

運営を､令和６年度から市スポーツ協会へ委託する方向で準備を進めております。

また、地域移行のモデルケースとしたソフトボール部については、クラブチームと

して活動を開始いたします。他の部活動についても、生徒・保護者・学校の理解を

得ながら、関係機関との調整・連携を図り、地域移行を推進してまいります。 

 

次に、単行議案について御説明いたします。 

能代市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定は、自己啓発等休業制度を導入

しようとするものであります。 

能代市職員の配偶者同行休業に関する条例の制定は、配偶者同行休業制度を導入

しようとするものであります。 

能代市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正は、個人

番号を利用できる事務に結婚新生活支援事業に係る補助金の交付事務の追加等をし

ようとするものであります。 

能代市企業版ふるさと納税基金条例の制定は、まち・ひと・しごと創生寄附活用

事業に対する法人からの寄附金を活用し、当該事業を推進するため、新たに基金を

設置しようとするものであります。 

能代市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正は、放課後児童支援員の安定的な確保を図るため、放課後児童支援員の資格要

件に係る経過措置を改正しようとするものであります。 

能代市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部改正は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども
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・子育て支援施設等の運営に関する基準の内閣府令の一部改正に伴い、重要事項の

掲示方法の見直し等をしようとするものであります。 

能代市介護保険条例の一部改正は、令和６年度から８年度までの第１号被保険者

の保険料額を定めようとするものであります。 

能代市手数料条例の一部改正は、旅館業法の一部改正に伴い、事業譲渡による旅

館業の許可を受けた地位の承継に係る承認申請手数料を追加しようとするものであ

ります。 

能代市商工業振興促進条例の一部改正は、工場等の新設等に対する奨励措置につ

いて、適用期限を延長するとともに、研究施設設置助成金の交付回数に関する規定

を追加しようとするものであります。 

能代市Ｊ－クレジット基金条例の制定は、本市の市有林に由来するＪ－クレジッ

トの販売収入等を活用し、森林整備及びその促進を図るため、新たに基金を設置し

ようとするものであります。 

能代市営住宅管理条例の一部改正は、公営住宅の目的を踏まえ、市営住宅の入居

に係る連帯保証人の取扱いを見直すとともに、市営住宅の需要の減少等により市営

下前田住宅を廃止しようとするものであります。 

このほか、能代市土地開発基金条例の廃止、辺地に係る総合整備計画の策定、能

代市保育所条例の一部改正、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部改正に伴う介護サービス事業の運営基準等の改正、能代市指定地

域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例の一部改正、能代市給

水条例及び能代市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の

資格基準に関する条例の一部改正、市道路線の認定及び廃止、能代市農業集落排水

事業特別会計への繰入れについて提案しております。 

 

次に、令和５年度能代市一般会計補正予算案の概要を御説明いたします。 

まず、歳入の主なものは、地方消費税交付金の減額、地方交付税については、普

通交付税の追加、国庫支出金は、社会資本整備総合交付金、個人番号カード交付事

務費補助金の減額、学校施設環境改善交付金の計上、県支出金は、災害救助費負担

金の計上、機構集積協力金事業費補助金、県・市町村立地基盤整備連携事業費補助

金の減額、繰入金は、財政調整基金繰入金の減額、市債は、養護老人ホーム松籟荘

等改修事業債、道路整備事業債の減額、県営ほ場整備事業（負担金）債、学校施設

整備事業債の追加等であります。 

次に、歳出の主なものでありますが、減債基金積立金６，９０７万１千円、障害

児通所給付費等事業費５３２万円、子ども・子育て支援事業費（施設型給付費・委

託費）４，８８８万６千円、県営ほ場整備事業費４，０６２万９千円、小学校管理
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費１億６，９１６万９千円、中学校管理費３億２，４９４万３千円の追加、担い手

確保・経営強化支援事業費２，４１０万円、トラック運送事業者経営安定化支援事

業費補助金５２６万５千円を計上したほか、能代工業団地拡張事業費（工業団地東

側）、道路交付金事業費、中心市街地道路施設更新事業費、能代山本広域市町村圏

組合負担金等を減額整理しております。 

以上、一般会計補正予算案の概要を申し上げましたが、補正額は５億７，６９９

万円の減額となり、これを１月補正後の既定予算に加えますと、一般会計の総額は

３５２億６，１１０万円となります。 

 

次に、令和６年度能代市一般会計予算案について御説明いたします。 

予算編成に当たっては既存事業の見直しを図りながら財源を確保するとともに、

当面の行政課題や本市の将来に資する重要課題等にも積極的に取り組みながら、総

合計画の基本目標のそれぞれの施策を推進するため関係予算を計上しております。 

 

主なものとしては、「元気で魅力あるまち（地域づくり・健康づくり）」では、

「地域資源を活かした特色あるまちづくり」として移住定住環境整備事業費、移住

定住推進事業費、リンクto能代プロジェクト事業費を、「みんなが参加し活躍する

地域づくり」として地域づくり支援費、地域集会所修繕費補助金等を、「心豊かな

暮らしを支える健康づくり」として福祉医療事業費、がん対策強化推進事業費を、

「気軽に親しみ楽しめるスポーツ」として地域スポーツクラブ活動体制整備事業費、

能代市総合体育館大規模改修事業費を計上しております。 

 

次に、「笑顔で人が輝くまち（人材育成・生涯活躍）」では、「地域や社会で支

える子ども・子育て」として子育て祝い金事業費、すまいる・めんｃｈｏｃｏ定期

便事業費、学校給食費物価高騰対策支援事業費を、「次代を担う子どもを育てる学

校教育」として奨学金返還助成事業費、スクールＤＸ推進事業費を、「地域や社会

に活かす生涯学習・文化」として向能代公民館改築事業費、自家発電設備等改修事

業費（文化会館）を、「地域で活躍する元気な高齢者」として家族介護用品支給事

業費、松籟荘スプリンクラー改修事業費を、「自立した暮らしを支える社会福祉・

社会保障」として障害福祉サービス等給付費、重層的支援体制整備事業費を計上し

ております。 

 

次に、「豊かで活力あるまち（産業振興・雇用創出）」では、「地域特性を活か

した産業創出」として次世代エネルギー導入促進事業費、次世代エネルギー人材育

成支援事業費、次世代エネルギー等脱炭素化・利活用事業費を、「雇用とにぎわい
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を生み出す商工業」として事業承継支援事業費、首都圏等人材獲得･定着支援事業

費、新産業団地関連整備事業費を、「豊かな自然や伝統・文化を活かした観光」と

して本因坊戦誘致事業費、道の駅ふたつい施設管理費を、｢力強く持続する農業｣と

してねぎ産地持続発展対策事業費、令和５年７月大雨被害による農業経営等復旧・

継続支援対策事業費補助金を、「山・川・海を生かす林業・木材産業・水産業」と

して林道施設長寿命化対策事業費、Ｊ－クレジット推進事業費を計上しております。 

 

さらに、「安心で暮らしやすいまち（生活環境・行財政）」では、「安全な暮ら

しを守る防災・防犯体制」として秋田県総合防災訓練実施事業費、地域防災力向上

事業費を、「機能的で利用しやすい道路・交通ネットワーク」として地域公共交通

活性化事業費、中心市街地道路施設更新事業費を、「快適で暮らしやすい住環境」

として住宅リフォーム支援事業費、市営万町住宅建替事業費を、「自然と共生し持

続できる環境・衛生」として能代市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定事

業費、能代山本広域市町村圏組合負担金（南部・北部・一般廃棄物処理施設）を、

「調和のとれた有効な土地利活用」として北高跡地活用調査等事業費、中心市街地

活性化推進事業費を、「住民サービスに資する効率的な行財政基盤」として総合戦

略推進費、旧第四保育所解体事業費を計上しております。 

 

次に、歳入の主なものについて申し上げます。 

市税については、前年度当初予算に対して３．９％減の７２億７，５０５万５千

円を計上しております。地方交付税は、前年度当初予算に対して１．２％増の８２

億円を計上しております。繰入金は、財政調整基金繰入金１２億５，５６８万２千

円、減債基金繰入金１億９，６２２万７千円を含めて、前年度当初予算に対して２

１．６％減の２１億８，９３３万１千円を計上しております。市債は、臨時財政対

策債４，５１０万円を含めて、前年度当初予算に対して１０２．３％増の５２億５，

７２０万円を計上しております。 

 

これにより、令和６年度一般会計当初予算案の総額は、３４０億４，６００万円

となり、前年度当初予算額３１７億５，８００万円に対し、２２億８，８００万円

の増となっております。 

 

このほか、令和５年度各特別会計・企業会計補正予算案及び令和６年度各特別会

計・企業会計当初予算案につきましては、提案の際、詳細に御説明いたしますので

省略させていただきます。 
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なお、能代工業団地隣接地造成工事の請負契約の変更並びに教育長、教育委員会

委員、固定資産評価審査委員会委員、浅内、常盤及び鶴形財産区管理委員、人権擁

護委員の各人事案件につきましては、後日追加提案させていただく予定であります。 

 

以上、よろしく御審議の上、適切な御決定を賜りますようお願い申し上げます。 

 


